
 

≪短信２：『福島原発事故の検証報告』≫ 

新潟県技術委員会による 2020.10.26『福島第一原子力発電所事故の検証 ～福島第

一原子力発電所事故を踏まえた課題・教訓～』（以下「報告書」）について、前稿「短

信１」の田中三彦さんの批判・視点を踏まえた上で、特に筆者の最大の関心事である

「保安規定・手順書問題」について検証してみたいと思います。 

 

報告書では、まず、「課題（１）地震対策」で、田中さんが繰り返し指摘してきた「５

５℃／ｈ」の温度降下率（運転上の制限）遵守問題や、保安規定の「運転上の制限の

適用外規定」の問題を取り上げ＜p.12＞、さらに、「参考資料７」の「問題点７」で、

手順書選択の問題と保安規定の問題を整理しています＜pp.195-198＞。 

でも、結局、手

順書問題では、東

電の‘根拠のない
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しただけで、原子炉スクラムに先立って生じた震度５弱以上の大地震という導入条件

を無視した手順書選択の正当性を繰り返しただけです。 

また、保安規定問題では「運転員は…知っていたと思う」とか「非常用復水器（IC）

の能力は…知っていた」などという「東京電力の考え」を“両論併記”しただけで、

それ以上の検証の深化はなされませんでした。 

 

次に、「課題（４）原子力災害時の重大事項の意思決定」でも、「非常用復水器（IC）

の操作等について議論して課題を抽出」しています＜p.23＞。 

ここで、津波後に「当直長はＩＣが動作していない可能性を認識していたが、津波

襲来前のＩＣの弁が閉状態であったことを運転員の間で共有しなかった」と“何気な

く・サラッと”記載していますが、最も問題なのは、伊沢当直長（事故当日の当直チ

ームの本来の

平野当直長の

代役。門田隆

将『死の淵を

見た男』角川

文庫 2016：27､

73-74 頁。た

だし１号機の

運転経験はあ

るとのこと：

20頁）が、本

当に津波後に

ＩＣ不動作の

可能性を認識

していたとす

れば（筆者は

それ自体を疑

問視）、その当

然の帰結とし

て、地震後１

号機の「（高

圧）炉心冷却」

を唯一担って

いたＩＣが津波・全電源喪失（ＳＢО）で機能喪失したことにより（ＨＰＣＩは直流

電源喪失で起動不能）、炉心冷却・崩壊熱除去不能という“最悪の事態”に陥った（可

能性がある）ことに、全く思い至らなかったことです。これは、ＩＣの実作動経験の

有無にかかわらず、そもそも当直長がＩＣの本来の機能・重要性を認識していなかっ



 

たことの証左です。だからこそ、当直長は、全電源喪失・電源確保に気を取られ、最

優先すべき「冷やす」＝ディーゼル駆動消火ポンプ（DDFP）などを用いた炉心冷却代

替策＜2015.11.25平成 27年度第 2回技術委員会・資料 No.1-4『１号機非常用復水器

(IC)の操作』に対する回答：3頁。ただし「質問７」は 18:18のＩＣ開操作後の 18:25

の手動停止操作に対

するもの＞を速やか

に講じようともせず、

また、現地対策本

部・吉田所長にも炉心冷却機能喪失（ＩＣ不作動）を連絡しなかったのです。 

ちなみに、前記も含む田中さんの「質問」に対し、東電は改めて運転員らに確認し

たとして、「3A弁を操作した運転員は、3A弁閉操作後に電源が落ちて表示が見えなく

なったとの発話を行

った。（全員が全電源

喪失の原因究明に注

意を奪われていたの

で、発話が認識され

なかった可能性がある）」、「当直長は、IC が止まった状態で SBO になったとの報告を

受けた記憶は無い。主任に確認したが「わからない」との回答であった（3A弁を操作

した運転員に直接確認はしなかった）」と回答していますが＜同回答：1頁＞、前述の

とおり「急造当直チーム」故の‘意思疎通のなさ・悪さ’のせいか、当直長は、最重

要確認事項であったはずのＩＣの作動状態について操作員に直接確認することすらし

なかったと“堂々と記載”していますが、東電はその点も一切問題視していません。 

 

同様に、「参考資料８」のまとめでも＜pp.212-214＞、当直長が炉心冷却機能喪失を

明確に認識しなかった・できなかったという最大の問題点は指摘されていません。ま

さに、ＩＣの機能・重要性をそもそも認識していなかった「原因と責任の所在を明確

にする必要がある」のだと思います。 

 ちなみに、そ

の原因として挙

げられる「１号

機運転開始後、

一度もＩＣの実

作動確認をして

いなかった」こ

とについて、筆

者は『鳴り砂』

281 などにも記

載しましたが＜



 

見飽きた方も多い？＞、保安規定「第４１条２項（２）」の「運転評価ＧＭは，定検停

止時に，非常用復水器系(１号炉)が模擬信号で作動することを確認…」との内容が、

運転開始以来、東電と規制当局である国によって歪曲され続けてきたため、と考えて

います（ＮＨＫスペシャル『メルトダウン』取材班「福島第一原発１号機冷却『失敗

の本質』」講談社現代新書 2017：135頁以下参照）。 

すなわち、「模擬信号で作動すること」が、単なる弁の開閉確認（しかも通常時「閉」

の第３弁のみの「開」作動確認。第１・２・４弁は通常時「開」で、第３弁が「開」

になれば、非常用復水器系は作動する原理）で、実際に主蒸気をＩＣ配管に通すこと

はせず（第１・２・４弁のどれか１つを「閉」にして、模擬信号発信）、ＩＣ配管の健

全性確認＝主蒸気（及び放射性物質）の漏洩有無確認も行なってきませんでした。＜

ちなみに、「定検時」で原子炉が冷温停止状態にあれば、第３弁を「開」しても、ＩＣ

配管内に流入する（下流側のドレン水配管内の水の流下・落下によって上流側の蒸気

配管内に引き込まれる）主蒸気の温度がそもそも低く、ＩＣタンク水を沸騰（ブタの

鼻から蒸気を噴出）させるような熱交換もなされず、実作動訓練にはなりません（原

子炉を開放していれば、空気が流入するだけ？）ので、第３弁の「開」作動確認だけ

にしているのかもしれません。＞ 

その点に関して、東電の定検報告書（3.11 事故直近の第 26 回。第 24･25 回も同様

の記載）を見ると、上記第３弁（２系統で２台）の機能検査の結果が報告されている

と思いきや、不思議なことに「６台」が機能検査されたと報告されています。 

 

 そこで、改めて保安規定を見直すと、第４３条２項に「運転評価ＧＭは，定検停止

時に，表４３－３に定める格納容器隔離弁が模擬信号で全閉することを確認…」とい

う規定があり、表４３－３には「(3) 非常用復水器系：非常用復水器蒸気管内側ベン

ト弁、非常用復水器蒸気管外側ベント弁」が挙げられ、格納容器隔離弁としての機能

を有する通常時「開」の第１・２・４弁（２系統で計６台）が「全閉」作動（＝隔離）

することの確認＝機能・性能検査が要求されていることが分かります。このことから、

定検報告にある「機能・性能検査６台」との記載は、第４３条の第１・２・４弁の「全

閉」作動結果ではないか、と筆者は推測（邪推？）します。 

さらに邪推すれば、第３弁は、第４１条２項（５）の規定により、当直長が「原子



 

炉の状態が運転，起動及び高温停止」の状態において「月１回」「非常用復水器系の原

子炉入口弁が開することを確認」しているため、敢えて定検時に（運転評価ＧＭが）

ほぼ同内容の第４１条２項（２）規定のＩＣの機能検査（第３弁の「開」検査）機能

検査を行なっておらず、そのため定検報告に記載がない、という可能性もあるのでは

ないでしょうか。 

 

 以上述べたように、福島原発事故の真相究明のためには、当直長・運転員らの地震

直後の運転操作及び津波直後の事故対応の実態解明はもちろんのこと、運転開始以来

の保安規定の遵守状況（機能検査の実態や報告内容）の解明などの“過去の膿（ウミ）”

をも徹底的に洗い出す作業が不可欠で、それは東電と国（規制当局：事故当時は原子

力安全・保安院）の両者ともに求められるものです。 

 

《追記》 

そのような中、2020.9.20東電社員が柏崎刈羽原発の中央制御室に不正入室した（他

人になりすまし、幾重にも講じられたチェック体制をすり抜けた）という、核物資防

護上（核テロ対策上）極めて深刻な事態、かつ東電社員の安全意識の低さと東電のチ

ェック体制の甘さ、が報道されました＜2021.2.9朝日＞。しかも、規制委の事務局た

る「原子力規制庁」は、東電からの翌 9.21報告を規制委・更田委員長らに伝えず、そ

の２日後の 9.23に規制委は東電の「再稼働の適格性」を認める判断を行なったという

ことです。 

東電に再稼働の「適格性」がないことは明らかですが、女川２も含めて再稼働審査

を行なっている国（規制委・規制庁）にも「適格性」がないことは明らかです。仮に、

規制委が東電の適格性を再審査するのであれば、同時に、規制庁の旧態依然とした原

発推進姿勢（以前は事業者ヒアリングを通して、盛んに合格アドバイス）をも厳しく

見直す必要があると思います。 

 ＜2021.2.12了 仙台原子力問題研究グループＩ＞ 

 

 



 

ホームページ用 短信２で言及した『鳴り砂』276（2018） 

≪10.31新潟県技術委員会：東電の“偽述力”！≫ 

10.31新潟県技術委員会「資料№３」【文１】で、前回 5.18の委員質問（議事録p.55-56:

田中三彦さん）への回答がなされました。これは、5.18合同検証委員会報告書（検証

委報告）の東電調査結果では、津波前は徴候ベース手順書ＥＯＰの「スクラムＲＣ」

（と事象ベース手順書ＡＯＰの「原子炉スクラム事故（Ｂ）主蒸気隔離弁閉の場合」）

に従って対応したと述べた一方で、H23.10「事故時運転操作手順書の適用状況につい

て」（適用状況について）で東電はＥＯＰに一切言及していないという齟齬の指摘（田

辺文也氏の『世界』論文）に対する“東電の弁明”です（難解ですが）。 

 

東電曰く、『適用状況について』【文２】の「手順書と実際の事故対応操作の適用状

況の確認を行った」という「適用状況確認」の意味は、事故後「当時の対応が…手順

書に合致しているのかを」確認しただけで、運転員が「事故時にどの手順書を参照し

て対応したのかを確認したものではない」とのこと＜文１の強調は東電＞。確かに『適

用状況について』では、「手順をチェックしたエビデンス（証拠）がない」と言うだけ

で、運転員が「手順書を参照して対応した」ことを確認したとは言っていません。 

 

一方『検証委報告』は、実際の「事故時の操作がどの…手順書に従って対応したの

かを記載」したもので、その理由は「運転員にどの手順書を使用したのかを確認でき

た」ためとのこと。そして、どの手順書に従ったのかという「検証内容に照らして」、

『適用状況について』は「事故時に使用したかどうかを記したものではない」から、

合同検証委員会で「特段の説明は不要と考え」説明しなかった、と弁解しています。 



 

でも、前述の『適用状況について』の「手順書と実際の事故対応操作の適用状況の

確認を行った」ことと、『検証委報告』【文３】の「手順書と実際の操作内容を照らし

合わせた」こととで、なぜそれほど大きな中味の差が生じるのでしょうか。 

 

このような東電の弁明は、筆者には“ご飯論法＜＊「ご飯食べた？」と問われ、パ

ン・麺類を食べ、ご飯は食べていないという屁理屈で、「食べていない！」と答えるよ

うな大臣・官僚・役人の論法＞＝詭弁”としか思えませんが、それはさておき、注目

すべきは、「運転員にどの手順書を使用したのかを確認できた」と明言していることで

す。それが、「実際の操作内容を照らし合わせた」という表現になったようです。 

一方、『適用状況について』【文４】は、確かによく見ると、「使用または参考とした

と思われる」と記載され、文書作成者（本店技術者・広報担当者？）が机上で思いつ

いた範囲で「対応と手順書との合致を確認」＝推測しただけのもののようです。今回

の新潟県での検証がなければ、運転員に実際に確認もしていない「適用状況」を報告

して手順書問題をオシマイにしようとする東電の“偽述力”は大したものです。 

 

では、運転員に確

認した「津波襲来前

の対応として実際に

従ったＥＯＰとＡＯ

Ｐの対応」【文１】

とはどのようなもの

だったのでしょうか。

「参考３：事故時の

手順書使用例」【図

１】を見てみると、

‘実際の事故時の状

況’は「地震」を起

因としたフローの矢

印のうち「赤色（左

側・上側）」の経路で、



 

「地震発生」から「スクラム発生：Ｙｅｓ」でＥＯＰに移行し、「異常徴候:Ｎｏ」で

ＡＯＰへ移り、「冷温停止」に向かう途中で津波襲来「※」。すなわち、「地震発生から

津波襲来まで：ＥＯＰ『ＲＣスクラム』及びＡＯＰ『ＭＳＩＶ閉』に従い対応」し、

津波後は「現場で操作可能な設備・手順を活用」したとのことです（付：このように

ＥＯＰ参照も判明し、田辺文也氏指摘にも回答したから、同氏へのヒアリングは不要

とのこと＜検証委報告 p.添付 3-56＞）。 

 

でも、『鳴り砂』等で繰り返し述べているように、「震度５弱以上・地震加速度区

分Ⅲ（基準点 45gal以上）」の地震は、ＡＯＰ「第２２章自然災害事故 22-1大規模

地震発生」（地震手順書：１号機は 2010.2.11作成）の『導入条件』を満たし【文５】、

しかも「スクラム」は「地震加速度大（原子炉建屋地下床水平 135gal等）」で自動的

に生じる“想定内事象”（外部電源喪失も）ですので、正しくは「地震発生」後に地

震規模（『導入

条件』を満たす

か否か）の判断

が最初になされ、

満たす場合は

「地震手順書」

へ移行するフロ

ー【図２：筆者】

が示されるべき

です（ここにも

東電の“偽述力”

が表われている

のでは）。 

 

東電が“事故の真相解明”に真摯に協力する意思があるなら、まず今回の運転員へ

震度・加速度基準超 

AOP 
地震手順書 

（スクラム・外部
電源喪失も想定） 

地震発生 

スクラム発生 

Ｙes 
Ｎo 

冷温停止 



 

の確認内容＝ＥＯＰ『ＲＣスクラム』及びＡＯＰ『ＭＳＩＶ閉』に従ったという対応

手順を具体的に示すべきです。ちな

みに、「地震手順書」のフロー【図３】

でも、自動スクラムは“想定内事象”

であることが明記されており、手順

書選択で‘ＥＯＰに遠回り’する必

要・余裕はないのです。 

さらに言えば、同フローは２号機

手順書（2010.1.23 作成）丸写しと

思われ（左上◇内が「原子炉自動

スクラ」）、また 2010.7.7の「非常用

復水器ＩＣ作動圧の変更（7.27から

7.13MPa）」（ＳＲＶ優先からＩＣ優先

へ）も反映されておらず、「ＭＳＩＶ

開」不能（Ｎ）の場合は「主蒸気逃

し弁ＳＲＶによる減圧（＋Ｓ／Ｐ冷

却）」だけが記載されていますが、１

号機の場合はＩＣ減圧で「冷温停止」

可能です（最終的には停止時冷却系

ＳＨＣの起動が必要ですが、それは

ＳＲＶを使用しても同じ）。 

そして、１号機にはない「ＲＨＲ（最終ヒートシンクである海へ除熱）」の記載【文

６】の趣旨に鑑みれば、１号機での地震後の外部電源喪失・ＭＳＩＶ閉後の「崩壊熱」

除去は、水位維持（ＨＰＣＩ注水不要）と減圧・冷却のＥＣＣＳ機能を有する「ＩＣ

（最終ヒートシンクの大気へ直接除熱）」で行なえば十分だと分かります。 

 

 

「原子炉を設置し、その運転を適格に遂行するに足りる技術的能力がないとする理

由はない」と規制委からお墨付きを得た東電は、このような「地震手順書」に言及し

ない理由＝3.11時に運転員が使用しなかった理由を、明らかにすべきです。（＊筆者

の考える理由は『鳴り砂』№273別冊参照） 

 ＜2018.11.11了 仙台原子力問題研究グループＩ＞ 

 


